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中労委、昭 47 不再 88、昭 48.12.19 

 

命 令 書 

 

再審査申立人  株式会社 吉田鉄工所 

 

再審査被申立人 全大阪金属産業労働組合 

 

主  文 

 

本件再審査申立てを棄却する。 

 

理  由 

第１ 当委員会の認定した事実 

１ 当事者 

⑴ 再審査申立人株式会社吉田鉄工所（ 以下「会社」という。）は、肩書地に本社および

本社工場を、大和郡山市に奈良工場、東京都、静岡市、名古屋市および広島市に各営

業所を設け、各種ボール盤の製造、販売を営んでおり、その従業員は昭和 48 年６月の

再審査結審時は約 440 名である。 

⑵ 再審査被申立人全大阪金属産業労働組合（ 以下「組合」という。）は、肩書地に本部

を置き、大阪府下の金属産業関係の労働者約 3,400 名で組織されているいわゆる合同

労組である。 

会社の本社工場には、会社の従業員で組織されている組合の吉田鉄工所分会 以下

「分会」という。）があり、その分会員は昭和 48 年６月の再審査結審時には 16 名であ

る。 

⑶ なお会社には、分会のほかに、全国金属産業労働組合同盟吉田鉄工所労働組合 以
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下「吉田労組」という。）が組織されており、その労組員は昭和 48 年６月の再審査結

審時約 300 名である。 

２ 分会公然化以降の労使事情について 

⑴ 昭和 42 年３月会社の従業員数名は、組合に加入し、分会を結成した。それ以降非公

然に組合の組織拡大、労働運動の学習および親睦会である睦会を通じての労働条件の

改善を要求する等の活動を続けていた。 

⑵ 昭和 44 年８月 14 日にいたり、吉田労組が結成されることを知った分会は、急きょ

分会を公然化することを決定し、同日会社にその存在を通告した。 

⑶ 分会員の数は公然化当時 200 名近くであったが、会社の分会および分会員に対する

支配介入行為 中労委昭和 45 年（ 不再）第 34 号事件命令、昭和 46 年４月 21 日決定）

を契機として、44 年９月末頃までにその大半が脱退するにいたり、その後も漸減して

いった。 

⑷ その後、会社は、社内に２つの労働組合が併存する中で、つぎのような行為を行な

った。 

① 昭和 44 年 10 月会社は、吉田労組と「昭和 45 年度福利厚生助成金に関する協定」

を締結し、吉田労組に助成金を支給したが、分会に対しては、相互に信頼関係がな

いとして支給しなかった。 

② 昭和 45 年６月１日会社と吉田労組は、従来会社が行なっていた従業員食堂の管

理運営に関する一切の権限を吉田労組に委託する旨の１年更新の契約を締結した。 

このことから吉田労組員による分会員に対する食堂利用についての不利益取扱い

の問題が発生した。 

③ 昭和 46 年度賃上げ査定期間内の昭和 46 年２月に分会員の担当していたマイクロ

メーターが狂っていたことに端を発し、第１次査定者である班長らを含む吉田労組

の組合員が分会役員を休憩時から就業時間内にわたってつるし上げ等を行なった事

件が発生したが、会社はその原因は分会にあるとして、昭和 46 年３月５日、分会

長、副分会長 ２人）を懲戒解雇処分に付した。なお吉田労組に対しては、役員全
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員を職場離脱を理由として最高出勤停止３日、最低減給１日の処分を行なった。 

④ 会社はさらに昭和 45 年５月頃から 46 年３月頃までに分会員に対し、仕事替、就

労停止処分、懲戒解雇処分を次々と行なった。 

組合は以上のような会社の行為に対し、大阪地労委に不当労働行為の救済申立てを

行なったが、大阪地労委は、会社のこれらの行為はすべて不当労働行為であるとして

救済命令を発した。これを不服として会社は、当委員会に再審査の申立て 昭和 48 年

 不再）第 39 号事件）を行ない、現在係属中である。 

３ 賃金問題をめぐる従来の紛争について 

⑴ 会社は、昭和 44 年８月の分会公然化以前から賃上げや、一時金について考課査定を

実施してきたが、その査定項目は「勤務成績」および「技術」の２項目のみで、45 点

満点であった。そのうち欠勤、遅刻、早退の回数から自動的に算出される「勤務成績」

が 20 点と全体の約 45％を占めていた。 

⑵ 分会公然化直前に支給された昭和 44 年夏期一時金についても前記２項目による考

課査定が行われたが分会員は若干の上下の差はあるが、おおむね全従業員の平均査定

額を得ていた。またそれ以前の査定額についても全従業員の平均査定額を得ていたこ

とが認められる。 

⑶ しかし、分会公然化後の昭和 44 年年末一時金の考課査定において、会社は前記２項

目による査定方法を改め、「生産貢献度」 15 点）、「作業専念度」 10 点）、「協調度」

 10 点）、（「人品位」」（ 10 点）および「精勤度」（ ５点）の５項目 50 点満点）による

査定方法を採用した。その結果、欠勤、遅刻、早退の回数から自動的に算出される部

分 （「精勤度」）は全体の 10％とその比重は低くなった。 

⑷ この新査定方式は、昭和 44 年年末一時金、同年 12 月の定期昇給にも適用されたが、

その結果分会員の平均得点はいずれも全従業員平均の４分の１程度であった。 

会社は、昭和 45 年度賃上げおよび同年夏期一時金についてもこの方式による査定

を実施しようとしたが、査定方法をめぐり、労使間で対立し、この賃上げおよび一時

金は妥結していない。同年年末一時金については、査定支給したが、分会員の平均得
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点は全従業員の平均得点の約 41％であった。 

⑸ 組合は、昭和 44 年年末一時金、同年 12 月の定期昇給、昭和 45 年度賃上げ、同年夏

期一時金および同年年末一時金の問題その他について大阪地労委に不当労働行為の救

済申立てを行ない、大阪地労委は上記賃上げおよび各一時金に関する部分についてそ

れぞれ組合の主張を認めて救済命令を発した。これを不服として会社から再審査の申

立て 昭和 46 年 不再）第 61 号事件、および昭和 47 年 不再）第 21 号事件）がな

されたが、当委員会は、昭和 47 年 11 月 15 日付で再審査申立てを棄却する命令を発

している。 

４ 昭和 46 年度賃上げについて 

⑴ 昭和 46 年３月 11 日分会は、会社に対して１人平均 17,000 円の賃上げ（ 配分、一律

10,000 円、年令調整 3,000 円、年功調整 4,000 円）を主な内容とする要求書を提出し

た。回答指定日は同月 20 日であったが、会社は回答指定日までには回答しなかった。 

⑵ その後、再三にわたる分会の回答要求および団体交渉開催申入れの結果、４月 25 日

団体交渉が行なわれ、席上会社は、分会に対し係長以下の全従業員１人平均 10,000 円

 一律分 10％、成績比分 50％、基本給比分 25％、年功比分 15％）の賃上げを回答し

た。しかし分会は、金額の上積みと一律部分の再検討を主張し、団体交渉はものわか

れになった。 

⑶ ５月６日会社は分会に対し、係長以下全従業員１人平均 11,500 円 一律分 10％、

成績比分 40％、基本給比分 35％、年令年功是正分 15％）の賃上げを回答した。これ

によると配分については４月 25 日回答より成績比分が 10％減、基本給比分が 10％増

となっている。 

⑷ ５月 12 日、団体交渉が行なわれ、席上会社は、分会に対し、前記回答についての説

明を行なった。これに対して分会は、一応検討する旨述べてその諾否を保留したが、

その後、同月 15 日にいたって、前記回答を受諾する旨文書を回答した。 

⑸ 以上の経過を経て、昭和 46 年度賃上げは４月より実施されることとなったが、成績

比分 40％ 平均 4,600 円）に関する考課査定は、前記の分会公然化以後採用されてい
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る５項目、50 点満点方式で行なわれた。 

なお、分会は、前記団体交渉の席上、公平な査定をするよう会社に要求したが、こ

れに対し会社は、従来も公平な査定をしてきたし、今後も公平に査定するものである

と説明している。また、第１次査定者である班長、係長（ すべて吉田労組員である。）

も実際の査定に当っては従来の態度を変えていないことが認められる。 

⑹ 分会員の考課査定の結果は第１表のとおりであるが、この考課査定における１点の

単価は 151 円余であるのでこれにより全従業員平均の成績比分の金額 4,600 円）か

ら全従業員の平均査定点数を算出すると 30.5点となる。分会員の平均査定点数は 12.2

点であるので全従業員の平均査定点数に対し約 40％である。また分会員の査定点数は

全従業員の平均査定点数よりもすべて下まわっている。 

さらに、Ａ₁、Ａ₅およびＡ₇を除く他の分会員についてみると、「精勤度」を除く４

項目のウエイトはそれぞれ「精勤度」の２ないし３倍であるにもかかわらず、これら

の査定点はいずれも「精勤度」のそれと同じか又は下まわっている。 

第１表 昭和 46 年度賃上げにおける分会員の査定結果 

 

５ 昭和 46 年夏期一時金について 

⑴ 昭和 46 年６月 10 日分会は、会社に対し、１人平均 240,000 円 配分、一律 70％、

基本給比 20％、年功比 10％）の夏期一時金の支給を主な内容とする要求書を提出し、
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同月 15 日までに回答するよう申入れた。しかし会社は、７月６日にいたるまで回答し

なかった。 

⑵ ７月６日、第１回団体交渉が行なわれ、席上会社は、分会に対し、①従業員１人平

均 170,600 円 一律分 15％、成績比分 40％、基本給比分 25％、年功比分 20％）の夏

期一時金を支給する。②手取り 50,000 円以上の者は、50％を６ヶ月定期預金とする旨

回答し、同月９日、分会はこれを受諾した。 

⑶ 会社は、昭和 46 年夏期一時金を査定するにあたり、考課査定に関する新評価基準を

作成し、会社の掲示板に掲示した。その新評価基準はつぎのとおりである。 

 

⑷ 会社は、昭和 46 年夏期一時金の成績比分 平均 68,240 円）をこの新評価基準 ４
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項目 100 点満点）により査定した。しかし班長らが査定するに当っては、査定のため

に活用できると考えられる客観的資料、すなわち各従業員の作業実績が示されている

作業伝票や、仕事の難易度を加味し、一つの作業工程を消化した場合与えられる奨励

時間 奨励給はこの奨励時間×50 円で与えられている。）を集計した結果にもとづき

査定したものではなく、専ら日常の観察を通じて査定していることが認められる。 

⑸ 分会員の考課査定の結果は第２表のとおりであるが、この考課査定における１点の

単価は 1,088 円であるので、これにより全従業員平均の成績比分の金額 68,240 円）

から全従業員の平均査定点数を算出すると 62.7 点となる。分会員の平均査定点数は

25.6 点であるので全従業員の平均査定点数に対し 41％である。また分会員の査定点

数は全従業員の平均査定点数よりもすべて下まわっている。 

さらにＡ₁をのぞく分会員全員についてみると、「精勤度」を除く５項目のウエイト

は「精勤度」と同じかないしは３倍であるにもかかわらず、これらの査定点はいずれ

も「精勤度」のそれをすべて下まわっている。 

第２表 昭和 46 年夏期一時金における分会員の査定結果 

 

６ その他 
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昭和 47 年３月 21 日、会社は、分会員のＡ₁、Ａ₇、Ａ₅および他１名を解雇したが、組

合は、同年７月 22 日、大阪地労委に不当労働行為の救済申立てを行ない、現在大阪地労

委に係属中である。 

以上の事実が認められる。 

第２ 当委員会の判断 

会社は、昭和 46 年度賃上げおよび同年夏期一時金のうちの査定分は、分会員を差別的

に取扱った不当労働行為であるとした初審判断を争い、 

① 査定者の主観的判断が入ることをもって、直ちに査定結果が公正なものと認められ

ないとはいえず、査定するに当っては出来るだけ客観的な材料に基き、極力恣意的な

判断を避けるように努めている。とくに 46 年夏期一時金の査定にあたっては査定結

果をさらに工夫し、できるだけ客観性をもたせるベく新しい項目で査定したものであ

る。したがって、分会員が低く査定されたのはそれだけの十分な理由があるものであ

る、 

② 会社は、査定が正当であることを一応立証したものであるから、組合がその理由の

ないこと、また矛盾する事実を立証しなければならないにもかかわらずそれをせず、

したがって、組合は不利益取扱いの事実および意図について十分立証したとはいえな

い、 

と主張するので、以下判断する。 

１ 昭和 46 年度賃上げの査定分について 

⑴ 昭和 46 年度賃上げの査定分については、会社が、分会公然化直後の昭和 44 年年末

一時金の査定の際より新規に採用している５項目による査定方式によって査定が行な

われたものであることは、前記第１の４の⑸認定のとおりである。ところで、この査

定方式においては、 

① ５項目の査定項目のうち、それまで査定の主体でありタイムレコーダーから自動

的に査定され客観的と認められる「精勤度」のウエイトが 10％と低く抑えられ、こ

れに反して、主観的判断に左右される要素が強く、かつ生産と直接因果関係の薄い
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他の４項目のウエイトが格段に高くなっていること、 

② 第１次査定のほとんどは分会と対立している吉田労組の組合員であること、 

が認められる。これらの事情からすれば、この方式による査定は、運用次第によって

は恣意的なものとなるおそれが強いものと認めざるを得ない。 

実際この査定方式が適用された結果、前記昭和 44 年年末一時金ならびに同年 12 月

昇給および 45 年年末一時金の査定においては、分会員は前記第１の３の⑷認定のと

おり、それぞれ著しく低く査定されているが、これに対し当委員会は前記第１の３の

⑸の通り、これは、会社が分会公然化以前は平均程度に査定していた分会員に対し、

「精勤度」を除く４項目の査定においてとくに不利な運用を図ったものと認めざるを

得ないものと判断した。 

⑵ 昭和 46 年度賃上げの査定分についても、前述のとおり、この査定方式がとられたも

のであるが、査定に当っての査定者の態度の変っていないことは、前記第１の４の⑸

認定のとおりである。この査定の結果は、前記第１の４の⑹認定のとおり、分会員の

査定の平均は、従業員平均に対し 40％程度と昭和 45 年年末一時金の査定と同程度に

著しく低く査定されているが、このことについて上記⑴の 44 年・45 年の賃金、一時

金の場合と同様納得し得る会社の説明はない。 

したがって、この査定についても、前記命令で判断したと同様会社が「精勤度」を

除く４項目の査定をとくに分会員に不利に運用したものと認めざるを得ない。 

２ 昭和 46 年夏期一時金の査定分について 

⑴ 会社は、昭和 46 年夏期一時金の査定分の査定にあたっては、「人品位」」の項目を

排除するなど従来の査定項目を変更し、また査定にあたっては成績評価の具体的な基

準書を作成するなど、査定の客観化を図ろうとしたと主張する。 

しかしながら、前記第１の５の⑶、⑷認定のとおり、①会社には、作業標準カード

を根拠にして、各作業者の達成した仕事の質および量による業績が記載されている作

業伝票や、担当する仕事の難易度も加味し達成した仕事量が反映されている各作業者

の奨励時間など、客観的に利用しうる資料があるにもかかわらず、これらの資料は査
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定項目とは直接的には結びつけられていない。査定は専ら班長らが日常の観察を通じ

て把握したものを記憶し査定したものである。②分会の公然化以前査定の主体であり、

客観的に査定できる「精勤度」がいぜん低いウエイトに抑えられているにもかかわら

ず、（「協調性」など主観的要素の強い事項を内容とする執務態度がかなりのウエイトを

しめている。③第１次査定者である班長の査定結果はおおむね最終の査定結果として

採用されており、それら班長のほとんどは、分会と対立する吉田労組の組合幹部また

は組合員である。 

したがって、新しい査定方式も前の方式と同様運用次第によってはかなり恣意的に

なるおそれの強いものであると認めざるを得ない。 

⑵ この新方式による査定結果は、前記第１の５の⑸認定のとおりであるが、分会員は

いぜんとして従来とほぼ同様に著しく低い査定をうけているものであり、とくに、（「精

勤度」ではほとんどが満点ないし満点ちかい査定点を得ているにもかかわらず、他の

５項目では著しく低く査定されている。 

⑶ ところで、このような査定の結果について会社はその理由のあることを十分立証し

たと主張するが、前述のとおり、会社には作業伝票や各作業者の奨励時間など、従業

員間の業績や技能を比較しうる具体的資料があるにもかかわらずその提出もなく、他

にこのような査定結果について納得し得る説明もない。さらにまた、前記第１の２の

⑷の③認定のとおり、この査定期間においても班長らを含む吉田労組員による分会役

員のつるしあげ事件などが発生していることを考慮すると、昭和 46 年度夏期一時金

査定についても、（「精勤度」を除く４項目を分会員にとくに不利に運用したものと認め

ざるを得ない。 

３ 不当労働行為の成否について 

前記第２の１および２判断のとおり、昭和 46 年度賃上げおよび 46 年夏期一時金の査

定分につき、分会員を低く査定したことについての合理的理由は認められないのである

から、前記第１の２の労使事情をあわせ考えると、これは結局、分会の組合活動を嫌悪

する会社が、運用次第で恣意的になりうる査定方式によって、分会員を不利益に取扱い、
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もって分会員の動揺を図り組合の弱体化を意図したものと認めざるを得ない。したがっ

て、これらは、労働組合法第７条第１号および第３号に該当するとした初審判断は相当

である。また、救済内容についても「精勤度」を除き、少くとも全従業員の平均得点ま

で分会員の査定点のひきあげを命じたことは、分会公然化前は分会員も平均並に査定さ

れていた事実からみて適切である。 

なお、会社は、査定が正当であることを一応立証したのであるから、組合がその矛盾

する事実を立証しなければならないにもかかわらずそれをせず、組合は不利益取扱いの

事実および意図について十分立証したといえないと主張するが、前述のとおり、会社の

査定が正当であるとは認められず、また、不利益取扱いの事実および意図については明

らかなので、会社の主張は採用できない。 

以上のとおり、本件再審査申立てには理由がない。 

よって、労働組合法第 25 条、同第 27 条および労働委員会規則第 55 条を適用して主文

のとおり命令する。 

昭和 48 年 12 月 19 日 

中央労働委員会 

会長代理 平 田 冨太郎 


